
東京 4月15日(土)2023年

大阪 5月  9日(火)2023年

競合不在の成長マーケットで、新規顧問開拓が可能な商品を
ご検討の社労士事務所の事業主の皆様

日本トップクラスに聞く！401k導入の背景と取り組み詳細、その秘密に迫る！総力特集

スペシャルインタビュー

ストック収入

年間 導入

社会保険労務士法人とうかい
株式会社日本企業型確定拠出年金センター
社会保険労務士法人とうかい
株式会社日本企業型確定拠出年金センター

代表社員 久野 勝也 氏

社労士事務所が持続的・
安定的に成長していくための
時代に合った新商品開発
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確定拠出年金401kコンサルで
これから伸びる成長マーケット

＆

顧問よりも高い継続率のためLTV（顧客生涯価値）を最大化できる顧問よりも高い継続率のためLTV（顧客生涯価値）を最大化できる

継続するストック収入継続するストック収入

助成金と似ている！からこそ若手・パートも実務処理可能！助成金と似ている！からこそ若手・パートも実務処理可能！

実務処理は難しくない実務処理は難しくない

高い受注率高い受注率
紹介案件以外のセミナー・Webからの導線も含めて受注率45％紹介案件以外のセミナー・Webからの導線も含めて受注率45％

お得な情報・お申し込みはこちらから

社労士向け 401K導入コンサルでストック収入獲得セミナー

講座 セミナー当日スケジュール

講座内容&
スケジュール

右記のＱＲコードからＨＰを開きますと、お得な情報を見ることができます。
お申込みとご一緒にご確認ください。

【セミナー情報をWebからもご確認いただけます】
https://www.funaisoken.co.jp/seminar/097179

株式会社船井総合研究所 士業支援部 マネージャー　塩見 菜緒

社労士業界の時流と退職金制度導入コンサルティングに参入する意義

第1講座
・2022年社労士事務所アンケート（船井総研研究会所属会員）より見える事務所経営の傾向
（マーケティング施策・サービス・生産性等）
・「退職金コンサルティング」の商品概要や中でも401Kに着目する理由・他制度との違い
・なぜ社労士がこの分野に参入すべきか？就業規則を扱えるからこそ密接に取り組むべき理由
・安定成長を遂げる社労士事務所の特徴　等

株式会社船井総合研究所 士業支援部 マネージャー　塩見 菜緒
社会保険労務士法人 とうかい　代表社員　久野 勝也氏

久野先生へ直接質問会

第3講座

第2講座でご講演いただきました久野先生に直接質問していただける場になります。
リアル会場だからこそ疑問点はその場で解決！

株式会社船井総合研究所　士業支援部 マネージャー　塩見 菜緒

本日のまとめ～明日から取り組んでほしいこと～
第5講座 ・本日の講座の振り返り　・具体的なアクションの組み立て方　・伸びる経営者の考え方　等

2023年
株式会社船井総合研究所

東京本社（東京駅1分）

4月15日土
東京会場

2023年
株式会社船井総合研究所

大阪本社（淀屋橋駅徒歩2分）

5月 9日火
大阪会場

社会保険労務士法人 とうかい　代表社員　久野 勝也氏

日本トップクラス！年間156件401K導入を契約したその秘訣とは？

第2講座
特別ゲスト特別ゲスト

・「401K導入コンサルティング」に取り組んだ背景
・取り組む前に感じていた課題感
・年々導入数をアップさせていくためのポイント
・2022年156社の導入につながった集客施策～チャネル開拓・セミナー～
・紹介とダイレクトマーケティング（Web等）の融合
・中小企業により一層広げるために考えていること　等

株式会社船井総合研究所　士業支援部　岩井 聡志

90日で取り組む「退職金制度導入コンサルティング」のために必要なポイント解説

第4講座 ・商品化：事務所内で401K担当を決め、商品理解を促進、アプローチブック等整備
・集客：顧問先から展開し、新規開拓も！テレアポ・Web・セミナー・チャネル開拓のツール大公開
・営業：事務所全体の営業力の底上げを！提案方法や提案ツールから落とし込む　等

特別ゲスト特別ゲスト

主
　
催

Webからお申込みいただけます。（船井総研ホームページ［www.funaisoken.co.jp］右上検索窓に『お問い合わせNo.』を入力ください。）→ 097179 検索

お問い合わせNo.S097179社労士向け 401K導入コンサルでストック収入獲得セミナー

株式会社船井総合研究所  〒541-0041 大阪市中央区北浜4-4-10 船井総研大阪本社ビル
seminar271@funaisoken.co.jp

船井総研セミナー事務局

E-mail：
※お問い合わせの際は
「セミナータイトル・
お問い合わせNO・お客様氏名」を
明記の上、ご連絡ください



老後の不安というのは、一つの社会課
題。老後に不安を抱く従業員が多いと
いうことは、そのせいで仕事に集中で
きないということでもあるんです。で
すから、とにかく従業員から“オカネ
の悩み”を減らしてあげること。もち
ろん会社が成長して給料を増やして
もらうことは大事です。ですが、自助
努力でお金を増やすことも大事な時
代です。そこを解決できれば、従業員の皆様は仕事に集中してもらえるはず。ひいては、
社労士の社会的な地位や価値も上がるのではという気持ちもありました。
社労士として必要な商品だというお気持ちがあったということでしょうか。
はい。社会課題の解決という意味もありますし、商品開発という点でも必要だったと
思っています。社労士事務所は労働集約型のビジネス。一方で、経営安定や生産性向上
のためにもストック型の商品が欲しいとも考えていました。その上で、企業の従業員の
方々が満足する商品開発をしたいという思いとも合致していました。

当初は、どのように提案を始めていったのでしょうか。
基本的に顧問先への提案でしたね。新規でどんどん広げていくというよりも、顧問を維
持しつつ、従業員の方が生き生き働いていただくというイメージでいましたから。
実際、顧問継続率は上がった感じはありますか？
上がっていますね。そもそも私たちの事務所は、専門性の高さや提案の多さが売り。そ
の中の一つとして、401kという新しい提案が増えています。特に、従業員のお金のこ
とですから、結構ウェットなサービスというか、感謝されていますよね。逆に、顧問が切
れても、401kの契約が残るというケースもあります（笑）。それでも接点が残ることは
事務所として良いことですよね。
顧問へのサービスに上乗せされていくというイメージですね。それでも、とうかいさん
では新規顧問先も増えていますし、新規売上年間5,000万円超というのは、すごい数字
ですね。

401kは社労士にとって新商品になる

まずは顧問先から提案を広げる
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久野
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塩見

社労士が「401kコンサル」で勝つ！401k導入で全国No.1の156件の実績を作り出せた方法とは
「401kは社会問題解決につながる、お客様にとって潜在ニーズのある商品」と語る久野
氏。導入のきっかけや先進的に取り組んだことで知った成功への道筋や、社会保険労務
士事務所にこそ勧めたいポイントなどについて聞きました。聞き手は船井総合研究所の
マネージャー塩見菜緒です。

社会保険労務士法人とうかい 代表 社会保険労務士
株式会社日本企業型確定拠出年金センター  代表取締役

久野  勝也
ゲスト講師経歴

氏

2003年　株式会社松坂屋（現：大丸松坂屋百貨店）に入社
2007年　株式会社大丸（大阪の百貨店）と合併
2009年　社会保険労務士試験に合格
2011年　株式会社松坂屋（現：大丸松坂屋百貨店）を退社
2011年　とうかい社会保険労務士事務所開業（個人事務所）
2015年　社会保険労務士法人とうかい設立（上記個人事業の法人化）
2018年　株式会社日本企業型確定拠出年金センター設立

創業：2011年
顧問数：350社以上
社員数：29名（うち社会保険労務士10名）

社会保険労務士法人とうかいを母体とする企業型確定拠出年
金の専門会社として設立。中小企業を中心に3年半で300社
以上の導入実績。SBIぷらす年金の代表事業主・共同運営管理
機関。SBIベネフィット・システムズ株式会社のパートナー約
1,100社中、企業型確定拠出年金導入支援実績№1を誇る。

そもそも社会保険労務士として開業する前は、企業に勤めていました。そこで退職金を
確定拠出年金でもらったのです。そのときから「良い制度だな」と思っていましたので
「できれば自分の事務所でやりたい」と興味を持っていたんです。ですが、当時の私には
力がありませんでしたし、教えてくれる方もいなくて。そういう思いを持つなかで、SBI
ベネフィット・システムズにお世話になりながら、企業型確定拠出年金を事業としてス
タートさせたのが2017年でしたね。
なるほど。もともと強い思いをお持ちだったのですね。
社会保険労務士の仕事ではお客様の会社へ、入退社手続や給与計算、年金の相談など、
従業員の皆様が働く上でのサポートをしに行きますよね。その中で、老後に不安を抱く従
業員の方が多いという実感を得たんです。中小企業となれば、大企業ほど退職金もありま
せん。確定拠出年金を知らない方も多く、知らないことはもったいないと思いました。
「これは絶対に教えなきゃいけない」と感じましたよ。

401kは、今まで会っていないお客様にアプローチできる商品だと私は思っています。
顧問先にプラスオンされたものもありますが、その中で他の業務に派生していくこと
も多いんですよ。実務としては就業規則を預かることにもなって、すると社労士が携わ
る仕事は広がりますよね。実際のところ売上の中身としては、そちらの面が大きいと思
います。そこを丁寧にやっていくと、お客様は増えると思います。また、他に社労士の先
生が顧問にいらしたとしても、「顧問を変更したい」とおっしゃっていただけるケース
もあります。

株式会社日本企業型確定拠出年金センター

「絶対にいい商品だから広めたい」
第一人者が語る「401k普及への思い」と成功への道筋
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社会保険労務士法人とうかい
創業：2018年
概要：

（2022年12月時点）
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さらに！セミナー当日限定で401k導入のための営業資料等、
必要なツール類を公開します！

集
客
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ー
ル

事前簡易診断セミナーテキスト

営
業
ツ
ー
ル

資産形成シミュレーション営業マン研修

従業員説明資料
商
品
・
実
務
ツ
ー
ル



お申込み方法
下記QRコードよりお申込みください。クレジット決済が可能です。 
または、船井総研ホームページ、右上検索窓にお問い合わせNo.097179を入力、検索ください。

受講票はＷeb上でご確認いただけます。

（www.funaisoken.co.jp）

お申込みはこちらからお願いいたします

下記QRよりお申込みください
クレジットカード決済も可能です。

受講票もWeb上にてご確認いただけます。

【QRコードから】

申込み締切日 4月11日（火）

4月15日（土）2023年

お問い合わせNo. S097179社労士向け 401導入Kコンサルでストック収入獲得セミナー

ご入金確認後、マイページの案内をもってセミナー受付とさせていただきます。

●お支払いが、クレジットの場合はお申込み手続き完了後の案内（メール）をもって、セミナー受付とさせていただきます。銀行振込の場合はご入金確認後、
お送りする案内（メール）をもってセミナー受付とさせていただきます。●銀行振込の方は、税込金額でのお振込みをお願いいたします。お振込みいただい
たにも関わらずメールがお手元に届かない場合や、セミナー開催４日前までにお振込みできない場合は、事前にご連絡ください。尚、ご入金が確認できな
い場合は、お申込みを取消させていただく場合がございます。●ご参加を取り消される場合は、開催3日前まではマイページよりキャンセルをお願いいたし
ます。それ以降は下記船井総研セミナー事務局宛にメールにてご連絡ください。尚、ご参加料金の50％を、当日の欠席は100％をキャンセル料として申し
受けますのでご注意ください。
●会員価格は、各種経営研究会・経営フォーラム、および社長onlineプレミアムプラン（旧：FUNAIメンバーズPlus）へ ご入会中のお客様のお申込みに適
用となります。

一般価格 税抜 30,000円 （税込33,000円）/1名様
会員価格 税抜 24,000円 （税込26,400円）/1名様

受講料

東京会場

申込み締切日 5月5日（金）

5月　9日（火）2023年大阪会場

日時・会場

東京会場

大阪会場

※全日程同じ内容となります。ご都合のよい日程をご選択ください。

4月11日（火）申込み期限

諸事情により、やむを得ず会場を変更する場合がございますので、会場は受講票にてご確認ください。
また最少催行人数に満たない場合、中止させていただくことがございます。尚、中止の際、交通費の払戻し手数料等のお支払いは致しかねますので、ご了承
ください。

（受付12：30より）開始13：00 終了16：30
2023年 4月15日（土）
株式会社船井総合研究所 東京本社
〒100-0005
東京都千代田区丸の内1-6-6　日本生命丸の内ビル21階 JR「東京駅」丸の内北口より徒歩1分

5月5日（金）申込み期限

（受付12：30より）開始13：00 終了16：30
2023年 5月　9日（火）
株式会社船井総合研究所 大阪本社
〒541-0041
大阪府大阪市中央区北浜4-4-10 船井総研大阪本社ビル 地下鉄御堂筋線「淀屋橋駅」10番出口より徒歩2分

船井総研セミナー事務局 E-mail seminar271@funaisoken.co.jp
TEL：0120-964-000（平日9:30～17:30）

株式会社 船井総合研究所

お問い合わせ

※お申込みに関してのよくあるご質問は「船井総研 FAQ」と検索しご確認ください


